
りの心をもっている 目標 90.5 91 91.5 92 ① 全国学力･学習状況調査
③ ％

」と答えた児童生徒の割合(単年度) 実績 90.4 - - - 成果指標の ② 新体力テスト

｢授業の内容はよく分かる｣と答えた児童生 目標 77 78 79 80 取得方法 ③ 児童生徒への意識調査
④ ％

徒の割合(単年度) 実績 83 - - - ④ 児童生徒への意識調査

２．基本事業の目的と成果把握
基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 R4 R5 R6 R7 基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 R4 R5 R6 R7

生きる力の育 ①児童生徒 ①「確かな学力」 算数･数学の全国 目標 0 0.2 0.4 0.6 教育力の向上 ①教職員 ①②時代の変化に 個別最適な学びを 目標 77 78 79 80
① 点 ① ％

成 「健やかな体」「 平均との比較 実績 -4.3 - - - ②市内の学校 対応した指導がで している児童生徒 実績 83 - - -

豊かな心」が身に 投げる力の全国平 目標 0 0.2 0.4 0.6 きる。 ﾊﾟﾜｰｱｯﾌﾟ研修が参 目標 100 100 100 100
② 点 ② ％

付く。 均との比較 実績 -0.9 - - - 考になった教職員 実績 100 - - -

英検3級以上の英 目標 52 54 56 58 ICTを活用した授 目標 70 80 90 100
③ ％ ③ ％

語力を有する生徒 実績 35 - - - 業ができる教職員 実績 71 - - -

授業でICTを使用 目標 85 90 95 100 目標
④ ％ ④

している児童生徒 実績 84 - - - 実績

小中一貫教育 ①教職員 ①②小中一貫教育 中学校と教科連携 目標 94 95 96 97 特別支援教育 ①特別な支援が ①個に応じた指導 個別の教育支援計 目標 85 90 95 100
① ％ ① ％

の推進 ②児童生徒 を通して、学力向 等ができた小学校 実績 67 - - - の推進 必要な児童生徒 を受けることがで 画の作成割合 実績 93 - - -

上・体力向上・豊 夢や目標を持って 目標 80 82 84 86 きる。 目標
② ％ ②

かな心の育成を図 いる児童生徒 実績 76 - - - 実績

る。 目標 目標
③ ③

実績 実績

目標 目標
④ ④

実績 実績

３．施策及び基本事業の目標達成度評価
令和4年度施策の取組方針 施策の取組方針・成果指標達成状況

・学力と体力向上に向けて、「一校一改革・一挑戦」の取組を小冊子化して各校長に配布し、成果を共有する。 【施策の取組方針達成状況】

・学力と体力向上に向けた学校訪問等により、教職員に適切な指導助言を行う。 ■ 全て達成 ・学力・体力の向上、豊かな心の育成に向けて、「一校一改革・一挑戦」の成果共有、学校訪問での指導助言、

・英語の教科化等に伴う教職員対象研修の充実を図る。 教職員研修の充実等に取り組んだ。
取組

・小中一貫教育推進ブロックの取組状況を報告してもらい、成果を市立学校全体で共有するとともに、葛生義務教 □ 一部未達成 ・小中一貫教育推進ブロックの取組・成果を共有し、葛生義務教育学校の教育課程を完成させた。
方針

育学校の教育内容を確定する。 ・各学校の実情に応じたさわやか教育指導員等の配置、合理的配慮に関するアンケートの実施、ＩＣＴ活用に係

・さわやか教育指導員等の効果的な活用を図る。 □ 全て未達成 る教職員研修の充実に取り組んだ。
施

・合理的配慮の提供に関するアンケートを学校を対象として実施し、実態を把握する。 ・継

令

続的な校務の見直し等

和

により、教職員の時間

５

外勤務は縮減した。
策

年

・ＧＩＧＡスクール構

度

想の実現に向け、ＩＣ

　

Ｔ活用に関する教職員

施

対象研修の充実を図る

策

。 ・キャリア教育推進

・

委員会での体験プログ

基

ラムの検討、資格取得

本

の支援、公私教育連絡

事

協議会での協議を開始

業

し

・継続的な校務の見

マ

直し等により、時間外

ネ

勤務の縮減を図ること

ジ

で、教職員の働き方改

メ

革に取り組む。 □ 全て

ン

達成 た。

・キャリアパ

ト

スポートの活用や、体

シ

験活動の導入などによ

ー

りキャリア教育を進め

ト

る。 【成果指標達成状

　

況】
成果

・市内在住の

（

学生又は生徒の資格取

令

得に対する支援を開始

和

する。 ■ 一部未達成 ・

４

全国学力・学習状況調

年

査の平均正答率、新体

度

力テストの平均得点、

実

「誰に対しても思いや

績

りの心をもっている
指

に

標
・公私教育連絡協議

基

会を設置し、公立私立

づ

の教職員が交流するこ

く

とで、佐野市全体の教

評

育力向上を図る。 」と

価

答えた児童生徒の割合

）

は、いずれも目標は未

 

達成だった。

□ 全て未

作

達成 ・「授業の内容は

成

よく分かる」と答えた

日

児童生徒の割合は、全

 

国平均をやや上回り、

 

目標を達成した。

基本

令

事業名 令和4年度基本

和

事業の取組方針 基本事

 

業の取組方針・成果指

6

標達成状況 基本事業名

年

令和4年度基本事業の

 

取組方針 基本事業の取

3

組方針・成果指標達成

月

状況

生きる力の育成 ・

 

各学校の「一校一改革

5

・一挑戦」 取組方針 ■

日

全て達成 □ 一部未達成

基

□ 全て未達成 教育力の

本

向上 ・学力と体力向上

目

に向けた学校訪問 取組

標

方針 □ 全て達成 ■ 一部

名

未達成 □ 全て未達成

の

0

取組を小冊子化して成

4

果を共有す 成果指標 □

豊

全て達成 □ 一部未達成

か

■ 全て未達成 等により

な

、教職員に適切な指導

心

助言 成果指標 ■ 全て達

を

成 □ 一部未達成 □ 全て

育

未達成

るとともに、さ

み

わやか教育指導員等 【

、

基本事業の取組方針達

学

成状況】 を行う。 【基

び

本事業の取組方針達成

合

状況】

を各学校の実情

う

に応じて配置するこ ・

ま

さわやか教育指導員の

ち

効果的な配置、「一校

づ

一改革・一挑戦」の ・

く

ＧＩＧＡスクール構想

り

の実現に向 ・学校訪問

学

で、教員の指導力向上

校

に関わる指導助言を行

教

った。

とで、学力・体

育

力向上及び豊かな心 取

課

組共有等により、学力

政

・体力の向上に取り組

策

んだ。 け、ＩＣＴ活用

体

に関する研修の充実 ・

系

校長会議や学校訪問等

政

を通して、１人１台端

　

末の効果的な活用方

の

策

育成を図る。 ・英語指

　

導力向上研修の実施、

名

ＡＬＴの活用等により

0

、英語教育の を図る。

1

法を周知したが、研修

豊

内容の工夫・改善によ

か

り、教員のＩＣＴ活用

な

・英語の教科化等に伴

心

う研修やALT 充実に

と

取り組んだ。 ・継続的

確

な校務の見直しにより

か

、時 指導力は向上の余

な

地がある。

の活用を通

学

じて、英語教育の充実

力

を ･資格試験等受験料

を

助成事業を開始した。

育

間外勤務の縮減を図る

む

ことで、教職 ・作品募

ま

集の精選、地域部活動

ち

への移行等に取り組ん

づ

だが、今後も

図る。 【

く

成果指標達成状況】 員

り

の働き方改革を進める

施

。 教職員の働き方改革

策

を進めていく必要があ

主

る。

・学生の資格取得

管

に対する支援を開 ・全

課

国学力・学習状況調査

長

の算数・数学の平均正

施

答率、新体力テス ・公

　

私教育連絡協議会を設

策

置し、公 ・公私教育連

　

絡協議会を設置し、公

名

立私立の教員が共同で

0

研修会を

始する。 トの

1

投げる力の平均点、英

特

検３級程度の英語力を

色

有する生徒の割合 立私

あ

立の教職員が交流する

る

ことで、 行ったり、情

教

報交換を行ったりする

育

ことができた。

は、全

と

国平均との差があり、

心

目標も未達成だった。

の

佐野市全体の教育力向

教

上を図る。 【成果指標

育

達成状況】

・「ICT

の

機器を、意見を交換し

推

たり、調べたりするた

進

めに使用して ・すべて

岡

の成果指標の割合が、

本

目標を達成した。
基

い

　

る」と答えた児童生徒

桂

の割合も、目標は未達

馬

成だった。
本

事
小中一

施

貫教育の推 ・あそ野学

策

園義務教育学校や小中

関

一 取組方針 □ 全て達成

係

■ 一部未達成 □ 全て未

課

達成 特別支援教育の推

教

・個別の教育支援教育

育

作成において 取組方針

総

□ 全て達成 ■ 一部未達

務

成 □ 全て未達成
業

進 貫

課

教育推進ブロックの取

、

組の成果を 成果指標 □

学

全て達成 □ 一部未達成

校

■ 全て未達成 進 必要と

管

なる合理的配慮の提供

理

に関す 成果指標 ■ 全て

課

達成 □ 一部未達成 □ 全

、

て未達成

市立学校全体

教

で共有し、本市におけ

育

【基本事業の取組方針

セ

達成状況】 るアンケー

ン

トを学校を対象として

タ

実 【基本事業の取組方

ー

針達成状況】

る小中一

、

貫教育の充実を図る。

生

・感染症対策を踏まえ

涯

、小中一貫教育推進ブ

学

ロックでの連携を工夫

習

施し、実態を把握する

課

。 ・個別の教育支援計

１

画の作成について、特

．

別支援教育コーディネ

施

ー

・葛生義務教育学校

策

開校準備として しなが

の

ら、小中一貫教育の充

目

実を図った。 タ会議や

的

学校訪問で指導助言を

と

行うとともに、提供し

成

ている合理的

、教育課

果

程編成等の支援を進め

把

る。 ・葛生義務教育学

握

校の開校に向けて、各

こ

種会議や部会での指導

の

、支 配慮を把握するた

施

めの調査を行い、啓発

策

を図った。

・キャリア

は

パスポートを活用した

、

キ 援を行い、教育課程

誰

を完成させた。 ・今後

、

、個別の教育支援計画

何

を必要とする全ての児

を

童生徒に対して

ャリア

対

教育を進める。 ・キャ

象

リア教育推進協議会を

と

設置し、活動プログラ

し

ムの協力団体を 作成が

て

進むよう、さらに啓発

い

を強化する必要がある

る

。

募ることができた。

か

【成果指標達成状況】

対

【成果指標達成状況】

象

　 ・個別の教育支援計

指

画を作成した児童生徒

標

の割合は、目標85%

単

に対

・教科の接続等に

位

ついて、中学校と連携

R

していると答えた小学

4

校の して実績93%で

R

、目標を達成した。

割

5

合は、全国平均を上回

R

ったが、目標は未達成

6

だった。

「将来の夢や

R

目標を持っている。」

7

と答えた児童生徒の割

①

合は、全

国平均をやや

②

上回ったが、目標は未

全

達成だった。

４．施策

国

の基本情報
社会情勢変

学

化、国・県の動向、市

力

民・議会意見等 施策の

･

成果向上に向けての役

学

割分担

・学習指導要領

習

において、「確かな学

状

力」「健やかな体」「

況

豊かな心」の育成が求

調

められている。また、

査

保 市民 事業所 行政

施 護

や

者や議会からも、児童

新

生徒の学力・体力向上

体

、健全育成に関する要

力

望がある。 ・児童生徒

テ

は、自ら生活習慣及び

ス

学習習慣を確 ・学力及

ト

び体力向上のための「

に

一校一改革・ ・各学校

お

が行っている学力・体

け

力向上のため

策 ・特別

る

支援教育において、国

本

のガイドラインが策定

市

され、体制及び内容の

①

充実が図られている。

市

立させる。 一挑戦」を

立

充実させるとともに、

学

教職員の研 の「一校一

校

改革・一挑戦」を支援

児

し、さわや

の ・令和２

童

年、ＧＩＧＡスクール

生

構想の実現に向けた整

徒

備をし、学校での1人

①

1台端末の活用が始ま

児

った。 ・保護者や地域

童

は、子どもの将来像に

生

ついて話 修に努める。

徒

か教育指導員等を配置

数

する。

基 ・令和３年の

(

中教審答申を受けて、

累

文科省は、全ての子ど

計

もたちの可能性を引き

)

出す「個別最適な学び

人

」と し合う。 ・推進ブ

7

ロックごとに、実態に

,

応じた小中一 ・教職員

9

の指導力向上のため、

6

学校訪問等で

本 「協働

7

的な学び」を中心とし

7

た「令和の日本型学校

,

教育」の実現に向けて

8

、様々な施策を推進し

1

ている。 貫教育を推進

6

する。 指導助言を行う

の

とともに、研修の充実

結

を図る

本 一方で、教職

果

員の時間外勤務の超過

を

が課題となっており、

全

働き方改革が求められ

国

ている。 ・個別の教育

と

支援計画を作成し、具

比

体的な支 。

情 ・令和２

較

年のあそ野学園義務教

す

育学校の開校を始め、

る

義務教育学校の設置が

こ

進んでおり、義務教育

と

９年間を 援を行う。 ・

に

各推進ブロックが取り

よ

組んでいる小中一貫

報

っ

一体的に捉えた小中一

て

貫教育を推進していく

学

必要がある。 ・事業所

力

は就業体験に協力する

及

。 教育を支援する。

・

び

資格取得に対する支援

体

、キャリア教育の充実

力

、公私教育の連携等に

の

より、佐野市全体の教

状

育力の向上が求 ・個別

況

の教育支援計画の作成

施

を支援する。

められて

策

いる。

５．施策全体の

の

総括・今後の課題・今

目

後の方向性
施策の成果

的

実績と施策の基本情報

②

及び施策コストに関す

市

る全体総括 今後の課題

立

今後の方向性

・学習指

学

導要領及び令和の日本

校

型学校教育の内容を踏

教

まえて、各学校の学習

職

指導及び児童・生徒指

員

導の状況を確 【令和５

②

年度で解決する課題】

教

①各学校の「一校一改

職

革・一挑戦」の成果を

員

確認し、学校訪問等で

数

教

認し、指導主事や学

(

校教育指導員等が学校

累

訪問を通して指導・助

計

言をし、児童生徒の学

)

力・体力の向上等を推

人

進 ・部活動の地域移行

6

における計画策定 職員

5

に対して、学力・体力

6

の向上につながる適切

6

な指導助言を行う。

し

1

た。また、さわやか教

1

育指導員、さわやか健

に

康指導員、特別支援学

つ

級支援員の配置につい

い

ては、各学校の状況 【

て

令和６年度以降にも引

把

き継がれる課題】 ②英

握

語研修会の工夫、研究

で

校の支援、ＡＬＴ活用

き

等の指導体制の見直

を

、

踏まえて、配置を決定

更

するとともに、各指導

な

員等の資質向上を目的

る

とした研修会を実施し

成

た。しかし、基本事 ①

果

「一校一改革・一挑戦

向

」の推進・教職員研修

上

・学校訪問の実施によ

に

しにより、英語教育の

つ

充実を図る。

業名「生

な

きる力の育成」におけ

が

る成果指標は未達だっ

る

た。「生きる力の育成

と

」における成果指標の

考

向上のため、 る教職員

え

の指導力向上 ③義務教

、

育学校及び小中一貫教

指

育推進ブロックでの取

「

組の成果を全市

全国学

対

力・学習状況調査を始

　

めとする各種調査結果

象

を踏まえた、適切な指

」

導や助言が必要である

③

ことが考えられ ②英語

標

研修会・ＡＬＴ活用に

と

よる指導体制の充実 立

し

学校で共有し、特色あ

て

る小中一貫教育を推進

採

する。

る。 ③小中一貫

用

教育の充実 ④さわやか

し

教育指導員等の適切な

た

配置、研修会の工夫に

。

より、児童生

・小中一

④

貫教育については、あ

成

そ野学園義務教育学校

果

はもとより、他の推進

指

ブロックにおいても、

標

グランドデザ ④さわや

③

か教育指導員等の適切

児

な配置 徒への個別支援

童

を充実させ、豊かな心

生

の育成を図る。

インに

徒

基づいた工夫が見られ

を

た。また、実践成果を

対

資料にまとめ、市内全

象

校に配布し、参考資料

と

として活用した ⑤個別

し

の教育支援計画の作成

た

と合理的な配慮の提供

「

⑤特別な支援を必要と

豊

する全児童生徒に対す

か

る個別の教育支援計画

な

の

が、成果指標は未達

心

だった。その理由は、

」

コロナ禍による相互交

に

流の自粛が考えられる

関

。 ⑥教員のＩＣＴ活用

す

指導力の向上を目指し

る

た研修の工夫・改善 作

ア

成、合理的配慮の提供

ン

を目指し、学校・保護

ケ

者に啓発する。

・令和

ー

５年度の葛生義務教育

ト

学校開校に向け、教育

こ

課程を完成することが

の

できた。 ⑦生徒・学生

施

の資格取得に対する支

策

援 ⑥｢１人１台端末の

に

効果的な活用に向けた

よ

指針｣に基づき、研修

っ

内容や

・教職員の働き

て

方改革を進めていく施

、

策の一環として、地域

「

部活動推進事業におい

対

て、モデル校での実践

象

研究に ⑧公私教育連絡

」

協議会の活用による教

を

育力向上 方法を工夫し

ど

て１人１台端末の一層

う

の活用を図る。

取り組

い

み、教職員の負担軽減

う

を図ることができた。

状

【令和６年度重点課題

態

】 ⑦生徒・学生の能力

に

の向上、就業機会の拡

す

大のため、資格試験等

る

受験

・個別の教育支援

の

計画の作成については

か

、特別支援教育コーデ

成

ィネーター連絡会議等

果

で内容についても共通

指

理解 ⑨教職員の働き方

標

改革及び部活動の地域

（

移行の推進 料助成事業

意

を周知する。

を図ると

図

ともに、個々の児童生

の

徒の実態に即した計画

達

となるよう、巡回相談

成

等の機会に指導助言を

度

行った。 ⑩関係機関と

を

連携したキャリア教育

表

の推進 ⑧公私教育連絡

す

協議会を活用して、合

指

同研修や学校訪問研修

標

等を実施

・令和４年度

）

の決算額は4億335

区

万円となり、令和３年

分

度の決算額4億6,7

単

03万円に比べ、6,

位

368万円の減額とな

R

っ し、連携を充実させ

4

る。

た。その主な要因

R

は、中学校教師用教科

5

書・指導書整備事業費

R

の減額、小学校及び中

6

学校の新型コロナウイ

R

ルス ⑨校務の見直し、

7

部活動の地域移行に取

設

り組み、教職員の時間

定

外勤務

感染症対策学校

の

行事支援事業の終了に

考

よるものである。 の縮

え

減を図る。

⑩体系的か

方

つ地域とのつながりを

の

重視し、キャリア・パ

分

スポートの活

用や体験

析

活動を通じた小学生段

に

階からのキャリア教育

よ

を推進する。

って成果や課題が明確になり、豊かな心の育成

①児童生徒が、「確かな学力」「健やかな体」「豊かな心 全国学力･学習状況調査平均正答率の全国 目標 0.2 0.4 0.6 0.8 の取組を充実できると考え、指標として採用した。
① 点

」をしっかりと身に付ける。 平均との比較(単年度) 実績 -2.6 - - - ④児童生徒の学力向上・体力向上・心の教育の推進のため

②教職員が研修を重ね、時代の変化に対応できる指導力を 新体力テストの平均得点の全国平均との比 目標 1.6 1.7 1.8 1.9 には、教職員が研修を通して指導力を高めていく必要があ
施策の目的 ② 点

身に付ける。 較(単年度) 実績 -0.3 - - - ると考え、指標として採用した。
「意　図」

「誰に対しても思いや


